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第１期報告のアウトプット(2023年8月) 第２期報告のアウトプット(2024年9月)

①“次世代のITS通信”の活用を想定するユースケース
 車載機の普及動向も踏まえ、導入期はドライバーへの情報提

供による安全・安心や交通流円滑化など、普及期は自動運
転車への情報提供による合流支援などに取り組む

 車載機の発展性・拡張性も重要
②V2X通信とV2N通信との連携方策など
 V2X,V2N通信は相互補完しながら活用することが重要であり、

商用車／自家用車のそれぞれで連携・役割分担を検討
③5.9GHz帯V2X通信向け割当方針の方向性
 まずは5.9GHz帯の上半分（5,895～5,925MHz）を検

討する
 2030年頃の5.9GHz帯V2X通信機器導入に向け、実証・

検証を行う

①5.9GHz帯V2X通信システムの実用化に向けた方策
 5.9GHz帯V2X通信システムに係る実験試験局の免許

交付までの手続きの迅速化・円滑化を図る
②放送事業用無線局の周波数移行促進策の具体化
 全国的な周波数移行による5.9GHz帯V2X通信の実用

化に向けて、新たな周波数移行・再編スキーム等を検討
③自動運転レベル４実証に向けたデジタルインフラ整備の
在り方

 V2X／V2N通信の両面について自動運転に必要となる
通信環境整備を推進

 関係省庁連携による「自動運転インフラ検討会」にて自動
運転レベル４トラック実証に係る具体計画を検討

本研究会に関する経緯 2

○ 自動運転の社会実装を支える5.9GHz帯V2X通信システムの導入本格化など、国際的な動向や我が国における
自動運転の早期実現に向けた環境・制度整備の状況などを踏まえ、自動運転時代の“次世代のITS通信”の在り
方について検討することを目的に、2023年２月から研究会を開催し、これまで第１期・第２期の検討・とりまとめを
実施してきた。



自動運転に関する政府全体の方針・戦略
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骨太方針2025（経済財政運営と改革の基本方針2025）（令和7年6月13日閣議決定）
【第２章 賃上げを起点とした成長型経済の実現 ２．地方創生2.0の推進及び地域における社会課題への対応】
（１）地方創生2.0の推進 ～令和の日本列島改造～ ④ 新時代のインフラ整備とＡＩ・デジタルなどの新技術の徹底活用

ＧＸ・ＤＸが進展する新時代に、地域経済や地域社会を適応させていくことが重要であり、ＡＩ・デジタル技
術等の新しい技術と様々な分野を組み合わせる「技術の新結合」 に取り組む。ＧＸ・ＤＸを進展させ経済成長さ
せる産業立地（ＧＸ産業立地）の推進に向けたインフラ整備として、ワット・ビット連携を推進する。農林水産
業のスマート化や、自動運転・ドローン・ＡＩ技術といった新技術の社会実装を地方でこそ加速すべく、デジタ
ルライフラインの全国整備を進め、ＡＩやデジタルなども活用しながら生活環境の維持向上や地方経済の高付加
価値化など地域の課題解決に向けた取組が行われている市町村10割を目指す。

【第２章 賃上げを起点とした成長型経済の実現 ３．「投資立国」及び「資産運用立国」による将来の賃金・所得の増加】
（２）DXの推進 （地域交通DX・物流DX）

地域交通の持続可能性、生産性、利便性の向上に向け、ＭａａＳ等による交通サービスの高度化やデータ活用
等を進めるとともに、キャッシュレス、配車アプリの推進など地域交通ＤＸを推進する。空飛ぶクルマの社会実
装を推進する。自動運転移動サービスの社会実装の加速に向けて「モビリティ・ロードマップ2025」も踏まえ
制度整備及び事業化推進や、自動運転技術の開発・実証を促進するとともに、道路インフラからの支援を行う。
物流施設における自動化を促進する。全国の移動の足不足の解消に向けて、自動運転やライドシェアについて、
骨太方針2024等を踏まえ、必要な取組を進める。特に、地方の中小都市な、公共交通手段の利便性が低い地域
における移動の足不足の解消に向けた適切な制度の在り方も含め議論を進める。ドローンの普及促進に向けてド
ローン航路の実装地域の拡大、制度整備・技術開発に取り組む。

新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画2025年改訂版（令和7年6月13日閣議決定）
Ⅷ．地方経済の高度化
３．地方経済を支える新時代のインフラ整備・安心の確保
②デジタルライフラインの整備

今後10年を見据えたデジタル時代の社会インフラ整備を目的とする「デジタルライフライン全国総合整備計
画」及び関連するロードマップやガイドライン等に基づき、自動運転サービス支援道、ドローン航路、インフラ
ＤＸ等の早期実施プロジェクトの結果も踏まえ、ハード・ソフト・ルールの３つの側面からデジタルライフライ
ンの全国展開を加速する。
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地方創生2.0基本構想（令和7年6月13日閣議決定）
３．政策の５本柱
（４）新時代のインフラ整備とＡＩ・デジタルなどの新技術の徹底活用
②デジタル・新技術の社会実装
ⅰ．デジタルライフラインの整備

地方における生活必需サービスの維持・継続に向け、地方において自動運転やドローン等のデジタル技術を
活用したサービス展開が可能となるよう、自動運転サービス支援道、ドローン航路、インフラ管理ＤＸ等の早
期実施プロジェクトの成果も踏まえ、ハード・ソフト・ルールの３つの側面からデジタルライフラインの全国
展開を加速する。
【当面の目標：ドローン航路：全国の国管理の一級河川（１万 km）、送電網上空（４万 km）での整備を目
指す自動運転サービス支援道：物流ニーズ等を踏まえ、東北から九州までをつなぐ幹線網の形成を図る】

３．政策の５本柱
（４）新時代のインフラ整備とＡＩ・デジタルなどの新技術の徹底活用
②デジタル・新技術の社会実装
ⅱ．新たなモビリティサービスの社会実装の実現

新たなモビリティサービスの社会実装に向けたロードマップに基づき、満たされない移動需要の掘り起こし
や、需給一体となったモビリティサービスの効率化に応える「交通商社機能」の普及を進める。
自動運転サービスの早期の社会実装に向け、具体的には、先行的事業化地域を設定し、関係府省庁の支援策

を集中的に適用するとともに、安全・安心なサービス実現に向けたルール・体制の整備、道の駅等の地方創生
拠点を活用した自動運転・観光・物流拠点化などを推進する。
また、空飛ぶクルマの社会実装に向けた環境整備等を進める。さらに、小型無操縦者航空機の開発促進や、

山間地や災害時の貨物輸送等での活用に向けて、必要な基準等の整備を進める。



物流・地域公共交通の現状と課題
○ 自動車の運転業務の賃金水準は低く、人手不足が深刻化している中、労働時間規制等により輸送能力が不足す

る「2024年問題」をはじめ、構造的問題に起因する物流危機が懸念。
○ 地域公共交通においても長期的な利用者の減少に伴う経営悪化により、安定的なサービスの提供に課題。
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全産業平均

自動車運転者の不足（有効求人倍率の推移）

自動車運転者の長時間労働改善に向けたポータルサイト

※トラック運転者の有効求人倍率、バス運転者の有効求人倍率
ハイヤー・タクシー運転者の有効求人倍率

   （厚生労働省 「職業安定業務統計」）を元に国土交通省作成
※タクシー運転手にはハイヤー含む

※「自動車輸送統計年報」、「鉄道統計年報」、｢船舶運航事業者
等の提出する定期報告書に関する省令｣に基づく国土交通省海
事 局内航課調査より国土交通省作成

※厚生労働省「賃金構造基本統計調査」から国土交通省作成

地域公共交通サービス低下（路線バス等の利用者数の推移）

2023/９/６_第１回_地域の公共交通リ・デザイン実現会議 資料２

トラック輸送能力の不足（2024年問題）

2024/2/21_第１回_自動物流道路に関する検討会_資料３（一部加工）

低賃金（ドライバーの賃金水準）

2023/９/６_第１回_地域の公共交通リ・デザイン実現会議_資料２（追記）

2024年度には輸送能力が
約14％（4億トン相当）

不足する可能性

2030年度には輸送能力が
約34％（9億トン相当）

不足する可能性

自動車運転者の
有効求人倍率は
全職業平均より
高い水準で推移

多くの事業者が赤字で
今後の安定的な

公共交通サービス
の提供に課題

自動車運転業務の
賃金水準は

全産業平均と
比較しても低い

労働時間規制等により
輸送能力が不足する
「2024年問題」など

構造的な物流危機が懸念

R1 R2 R3 R4（上半期）

産業別年収（2022年）

（営業用大型貨物自動運転者）

（百万円）
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1.94 1.97 2.05
2.34

1.27
1.43 1.73
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トラック運転者 バス運転手

タクシー運転手 全職業平均
トラック運転者
タクシー運転者

バス運転者
全職業平均



自動運転サービス（移動/物流）に関する政府目標
○ 「デジタル田園都市国家構想総合戦略」（2023年12月26日閣議決定）等の政府目標の実現に向け、関係省

庁が連携・協力し、車両技術の開発やインフラ支援を推進。

レベル１
一方向だけの

運転支援

レベル２
縦・横方向の

運転支援

レベル３
特定条件下で

自動運転

レベル４
特定条件下で
完全自動運転

レベル５
完全自動運転

※条件外ではドライバーが安全確保

実証実験
自動運転移動サービスの実現に
向けて、全国各地で実証実験
（レベル２相当で走行）が進捗

相鉄バスHP JR東日本HP

BOLDLY HP トヨタHP

無人自動運転移動サービス事業化
2023年５月に福井県永平寺町でレベル４
の無人自動運転移動サービスを開始

レベル４自動運転車両 遠隔監視室

衝突被害軽減ブレーキ
大型トラックの多くの車種で標準搭載

日野自動車HP

アダプティブクルーズコントロール
＆レーンキープアシスト
2019年に国内メーカーより販売開始

三菱ふそうHP

レベル４自動運転トラック

2025年度以降の実現

自動運転車優先レーン実証
2024年度 新東名
2025年度以降 東北道等

レベル４無人自動運転移動サービス

2025年度目途 50カ所
2027年度まで 100カ所以上

路車協調システム実証
走行空間検討

政府
目標

取組
(道路)

政府
目標

取組
(道路)
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自動運転に関する政府戦略に基づく総務省の取組概要

地域における自動運転の支援

 先行地域数箇所において、自動
運転に必要な通信の信頼性確
保等に係る実証等を推進

 自動運転実証が行われる道路
周辺の基地局の5G SA化を推
進

通信の常時接続、周辺環境
情報の安定的な伝送等を確
保し、円滑な運行管理や遠
隔監視を実現し、早期に社
会実装させることが課題。

V2Xによる
合流支援など

高速道路における自動運転の支援

 新東名高速道路の一部区間等におい
て、V2X通信の実証等を実施

 V2X通信用周波数の追加割当てを
視野に入れつつ、追加周波数に係る
実証・検証を順次拡大

 実証を行う高速道路沿いを優先して
基地局の5G SA化を推進

 V2X※1による車と車、車と道路
などとの直接通信により、高速道
路の分合流の円滑化や車両へ
の適切な情報提供を実現するこ
とが課題。

 加えて、５G SA ※2により、高速
道路においても円滑な運行管理
や遠隔監視を実現することが課
題。

道路インフラからの情報提供

路側センサ等で検知した道路状況を車両
に情報提供することで自動運転を支援

●「デジタルライフライン全国総合整備計画」（2024年６月公表）や「モビリティ･ロードマップ2025」（2025年
６月公表）に基づき、関係省庁や地方自治体等と連携して、早期の社会実装が期待される自動運転等を活
用したプロジェクトと連動する形で、デジタル基盤の整備を推進。

※1 V2X (Vehicle-to-Everything)：車両と様々なモノとの通信の総称。
※2 5Gスタンドアロンの略。低遅延などの5Gの特徴を最大限発揮することで、安定した映像伝送などを実現。
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 先行地域数箇所において、自動
運転に必要な通信の信頼性確
保等に係る実証等を推進

 自動運転実証が行われる道路
周辺の基地局の5G SA化を推
進



自動運転・ITSの通信インフラに関する取組状況



ITS・自動運転における電波利用の状況

ETC

ハイウェイラジオ

760MHz帯V2X（運転支援システム） ETC2.0

76～90
MHz

755.5～764.5
MHz

5770～5850
MHz

1620
kHz

76～77
GHz

77～81
GHz

60～61
GHz

22～29
GHz

ミリ波帯車載レーダーシステム

24/26GHz帯UWBレーダー,
 79GHz帯高分解能レーダー

60/76GHz帯
長距離レーダー

(1) 文字表示

(3) 地図表示
(2) 簡易図形表示

VICS（道路交通情報通信システム）

kHz GHz

電
波
の
直
進
性
が
高
い

電
波
が
広
範
囲
に
伝
わ
る

MHz

車車間通信 路車間通信

V2X通信に5.9GHz帯
（5895～5925MHz）の
周波数割当てを予定

（後述）

路側機:約5200カ所
車載器:約1.15億台（累計）

路側機:約4200カ所
車載器:約1200万台（累計）

※車載器:AMラジオ対応車両 車載器:約8200万台
※同システムは衝突軽減ブレーキを構成する主要センサの1つ。

衝突軽減ブレーキは2025年より新車へ装着義務化。
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V2I／V2N通信の概要

ﾍﾞｽﾄｴﾌｫｰﾄ
（相対的な）通信速度・遅延

周波数帯 通信方式 サービス主体 速度・遅延 携帯網の障害

V2I通信
760MHz帯、5.8GHｚ帯、

5.9GHz帯など
直接通信 自営も可能

（相対的に）
確保可能

影響なし

V2N通信 携帯電話用帯域
（上記のITS用周波数帯は含まず）

間接通信 携帯キャリア ベストエフォート 影響あり

※図は通信方式をC-V2Xとした場合の例

携帯ｷｬﾘｱ網

自営網など

携帯電話基地局

V2I通信
 インフラ側と車による

ITS用周波数を用いた
直接通信

通信速度・遅延などは、
V2Nより確保可能性
が高い

V2N通信

 インフラ側と車による
携帯キャリア網を用いた
間接通信

通信速度・遅延などは
ベストエフォート

確保可能

スポット

面

合流支援

遠隔監視

先読み

V2I通信

V2N通信

カ
バ
ー
エ
リ
ア
の
広
さ

※Vehicle-to-Infrastructure

※Vehicle-to-Network

※V2X (Vehicle-to-Everything)：車両と様々なモノとの通信の総称
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760MHz帯 V2X通信の利用状況 12

 760MHz帯を利用した車と車、車と道路をつなぐV2Xシステム「ITS Connect」。
運転車に対する様々な情報提供等により安全で快適な運転を支援。対応車両は平成27年9月から販売開始、普及等が進展。

※一般車約56万台、救急車の約3割、消防車の一部に搭載済み（令和7年3月末時点）

【車車間通信システム】

緊急車両存在通知
緊急走行車（本システム対応車両）が周辺

にいる場合に、自車に対するおよその方向・距離、
緊急車両の進行方向を表示。

通信利用型レーダークルーズコントロール
先行車が本システム対応車両の場合、先行

車両の加減速情報を用い、車間距離や速度の
変動を抑え、スムースな追従走行を実現。

赤信号注意喚起
赤信号（本システム対応信号）の交差点に近づい

てもアクセルペダルを踏み続けるなど、ドライバーが赤信
号を見落としている可能性がある場合に、注意喚起。

信号待ち発進準備案内
赤信号（本システム対応信号）で停車したとき、

赤信号の待ち時間の目安を表示。

右折時注意喚起
交差点（本システム対応信号）で右折待ち停車

時に、対向車線の直進車や、右折先に歩行者がいる
にもかかわらず、ドライバーが発進しようとするなど、見
落としの可能性がある場合に、注意喚起。

※トヨタ自動車ウェブサイトの掲載情報を元に再構成・簡素化等して作成。

【路車間通信システム】（交差点に設置されたレーザー車両検知機の情報を取得して実現）



760MHz帯 V2X通信の利用状況 13

 760MHz帯無線通信と各種センサーを組み合わせた路側機「スマートポール」より、周囲の危険情報等を配信するサービスの実証実験を各自治
体等において実施

 760MHz帯無線通信を自動車や自転車などへ後付けが可能な車載器の開発が進んでおり、更なるサービスの拡張が期待

豊⽥市交通安全実証

⾒通しの悪い五叉路の事故防⽌

豊⽥市交通安全実証 日立市自動運転支援実証

自動運転車への⾛行支援意識や行動に与える影響調査

[スマートポールを活用した実証実験（例）]
引用：スマートモビリティインフラ技術研究組合（SMICIP）ホームページ

自動車

スマート
ポール車載器

760MHz帯
搭載拡大

自転車



V2X通信に関する国際的な周波数割り当ての状況と我が国の対応
○ 国際電気通信連合無線通信部門（ITU-R） 勧告208「ITS用途の周波数調和」を踏まえ、欧州、米国をはじ

め世界的に5.9GHz帯の周波数（5,850～5,925MHz）へのV2X通信システムの導入が本格化。
○ 我が国では、世界に先んじて760MHz帯（約10MHz幅）へのV2X通信システムが導入されたところ、内閣府SIP

「協調型自動運転通信方式ロードマップ」及び総務省「自動運転時代の“次世代のITS通信”研究会」における検
討・とりまとめを踏まえ、V2I通信による合流調停などの実現には追加の周波数が必要であることから、5.9GHz帯の
追加割当てを行う方向。

V2X通信向けに、国際的に調和した5.9GHz帯の周波数の追加割当て

730 790740 750 760 770 780

携帯電話 携帯電話GBGB

10MHz幅

MHz

【現状】

【方向性】

他周波数
に移行

5850 59305860 5870 5880 5890 5900 5910 5920

放送事業

V2X

V2X

V2X

放送事業 V2X

隣接システムとの周波数共用検討も実施

30MHz幅

50MHz幅

20MHz幅

最大30MHz幅

V2X
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「デジタルライフライン全国総合整備計画」（2024年6月 デジタル社会推進会議決定）
に基づく自動運転サービス支援道の設定

 自動運転車により人手不足に悩まずに人や物がニーズに応じて自由に移動できるよう、ハード・ソフト・ルールの面から自動運
転を支援する道を整備し、自動運転車の安全かつ高速な運用を可能とする。

 2024年度に新東名高速道路の一部区間等において100km以上の自動運転車用レーンを整備し、自動運転トラックの
運行の実現を目指す。また、2025年度までに全国50箇所、2027年度までに全国100箇所で自動運転車による移動
サービス提供が実施できるようにすることを目指す。

モビリティロードマップ2024（2024年6月デジタル社会推進会議決定）
に基づく自動運転実現に向けた路車間通信の方向性

自動運転サービス支援道

新東名高速道路 駿河湾沼津-浜松間約100km 等
2024年度の自動運転実現を支援
（深夜時間帯における自動運転車用レーン）

路側センサ等で検知した道路状況を車両に情報提供することで自動運転を支援

自動運転車用レーン

道路インフラからの情報提供

路車間通信

落下物の検知、
情報提供

工事規制情
報の提供

本線車両の検知、
合流支援情報の提供

道路管理者

車両検知
センサ
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自動運転の社会実装に向けたデジタルインフラ整備事業
 デジタルライフライン全国総合整備実現会議の議論を踏まえ、高速道路上の自動運転レベル４※１の社会実装（分

合流支援、遠隔監視など）に必要となるデジタルインフラ整備を推進。
具体的には、以下の取組を実施。

① 分合流円滑化のための5.9GHz帯V2X通信の早期導入に向けた環境整備（既存無線局の周波数変更）
② 安定した遠隔監視のための携帯電話基地局の高度化（5G SA※２化）支援

※１特定条件下における完全自動運転（高速道路上などの特定条件下においてシステムが全ての運転タスクを実施）
※２ 5Gスタンドアロンの略。低遅延などの5Gの特徴を最大限発揮することで、安定した映像伝送などを実現

① 5.9GHz帯V2X通信の早期導入に向けた環境整備 ② 携帯電話基地局の5G SA化支援
携帯電話
基地局

遠隔監視センター
既存無線局

V2X路側機利用不可

【現状】 【将来】 既存無線局

周波数変更

電波干渉が発生し、
実証などが実施できない

既存無線局を周波数
変更し、実証環境を整備

デジタルインフラ整備を通じ、安全な自動運転の実装を加速

V2X路側機

安定した遠隔監視
（低遅延、高画質）を実現

令和５年度補正予算：２０５億円（デジタルインフラ整備基金）
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デジタルインフラ整備基金の進捗状況と今後の展開
○ 令和６年３月に基金設置法人を一般社団法人情報通信ネットワーク産業協会（CIAJ）に決定し、当該法人における所

要の体制構築や準備等を経て、令和６年７月より交付申請の受付を開始。
○ 既存無線局の周波数移行については、東北・関東・東海・近畿の総合通信局管轄区域の放送事業者からの申請等が順

次進み、全体７７局中（※送信局の数ベース）、R7年６月末時点で、第1期の申請について７２局に対し交付決定済み。
今後、全国に展開し、5.9GHz帯V2X通信の実用化・普及を可能とする環境整備を推進予定。

○ 携帯基地局高度化（5GSA化）支援については、令和6年度中に携帯事業者に対し10件の交付決定。その後、第２回
公募（本年4月18日～7月18日※）を実施し、多数の申請。今後も、安定した通信を可能とする道路エリアを順次拡大。

周波数移行に関する交付決定状況

1 4
12

40 43
49 54

72

0

20

40

60

80

R6/11 R6/12 R7/1 R7/2 R7/3 R7/4 R7/5 R7/6

交付決定済み件数（累計、局数ベース）の推移
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地域 対象局数 交付決定（1期）済数
東海 １３ １３
関東 ４３ ３９
近畿 ８ ８
東北 １３ １２

周波数移行の全国展開

＜これまで＞
自動運転先行地域を中心と
して周波数移行を実施

＜今後＞
周波数移行を全国に展開

5.9GHz帯V2X通信の実用化（制度化）・
普及を可能とする環境を実現

※ 令和7年5月末時点

※ 一次締切：5/23、二次締切：6/20、三次締切：7/18



省庁連携による「自動運転インフラ検討会」

自動運転レベル４等
先進モビリティサービス
研究開発・社会実装

プロジェクト
（RoAD to the L4：

経済産業省・国土交通省の
連携会議）をはじめとする既

存の検討体制

自動運転インフラ検討会
【目的】
• 自動運転時代を見据えたインフラの在り方の検討
【事務局】
• 国土交通省道路局〔主〕、警察庁交通局、総務省総合通信基盤局
【委員】
• 井料 美帆 名古屋大学大学院 環境学研究科 准教授
• 大口 敬 東京大学生産技術研究所教授
• 小花 貞夫 電気通信大学学長特別補佐
• 高橋 信行 國學院大學法律学科教授
• 羽藤 英二 東京大学大学院工学系研究科教授〔座長〕
• 浜岡 秀勝 秋田大学理工学部教授
• 福田 大輔 東京大学大学院工学系研究科教授
• 和田 健太郎 筑波大学システム情報系准教授
• 関係機関等（（一財）道路新産業開発機構、（一社）UTMS協会、ITS情報
通信
システム推進会議、（一社）日本自動車工業会、（公財）日本道路交通情報
センター、（一社）道路交通情報通信システムセンター、（特非）ITS Japan）

【オブザーバ】
• 経済産業省製造産業局、国土交通省都市局、国土交通省物流・自動車局、
国土交通省国土技術政策総合研究所、東日本高速道路（株）、中日本高速
道路（株）、西日本高速道路（株）

連携

国土交通省道路局、警察庁交通局及び総務省総合通信基盤局が共同で、自動運転の実現を支援するため、自動運転に
資する道路構造や路車協調システム、道路交通情報の収集・提供に関する体制や情報通信インフラなど、インフラの在り方を
検討することを目的に、「自動運転インフラ検討会」を設置。
これまで第１回（2024年６月27日）、第２回（同年10月９日）を開催。2025年７月頃に第３回を開催予定。
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高速道路における自動運転の推進



新東名高速道路における自動運転トラックの実証実験の開始 令和７年２月７日

総務省は、国土交通省及び警察庁と共同で「自動運転インフラ検討会」を設置・開催し、自動運転に資するインフラの在り方
の検討を進めるなど自動運転の社会実装に向けた取組を推進しています。

その取組の一環として、今般、国土交通省等との共同により、新東名高速道路の一部区間における自動運転トラックの実証
実験を計画し、本年３月３日（月）から開始しますので、お知らせします。

https://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01kiban14_02000685.html

（１）実験開始日
令和７年３月３日（月）から、自動運転トラックの実証実験を開始

（２）実験区間
新東名高速道路（駿河湾沼津SA～浜松SA）

（３）技術検証内容
以下の一連の実証を実施します。

・自動運転車優先レーン
平日の夜間（22:00～5:00）に、第１通行帯を自動運転車優先レーンとして設定し、自動運転トラックが安全・円滑に走行可能かを確認します。

・自動発着
自動運転トラックが自動駐車・自動発進可能かを確認します。

・先読み情報提供システム
工事規制情報等の先読み情報（車両単独では検知できない道路前方の状況に関する情報）について、
路側機から提供された情報が適切に受信可能かを現地にて通信確認します。

・合流支援情報提供システム
合流支援情報について、路側機から提供された情報が適切に受信可能かを現地にて通信確認します。

（４）現場公開について
報道関係者向けに、国土交通省が主体となり自動運転トラックの現場公開を令和７年３月３日（月）に予定しています。
ご希望の方は下記の連絡先まで、所属･氏名･電話番号･メールアドレスを記載の上、令和７年２月19 日（水）12：00 までにメールをお願いします。
場所、時間等の詳細については現場公開希望者にご連絡させていただきます。
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新東名高速道路における自動運転トラック実証実験

自動運転トラック実証実験
（自動運転車優先レーン）

合流支援情報提供イメージ
自動運転トラックの本線合流を支援

被合流支援情報提供イメージ
他車両の本線合流を支援

自動運転車
合流注意

V2I通信
760M，5.8G，5.9G

LiDAR
①本線車を検知し、

位置・速度を生成

道路情報板

②’本線車への合流接近周知

①’トラック通過を検知
② トラックへ情報提供

赤外線センサ

①合流車を検知 道路情報板

②’合流車への
ﾄﾗｯｸ接近周知

速度調整により、
急減速等を回避

速度調整により、
隙間を狙って合流

合流支援
被合流支援

先読み情報提供イメージ

V2I通信等

検知：通報等、
車両プローブ等

V2I

工事規制

落下物

交通事故

自動運転トラック

車線変更等
車両制御への
活用を想定

駿河湾沼津SA（下）、遠州森町PA（下）、浜松SA（上） 遠州森町PA（上）、浜松浜北IC（上）、浜松SA（上）

自動運転車
合流注意

①’トラック通過を検知
② トラックへ情報提供

出典：VICSセンター

V2I通信
760M，5.8G，5.9G

自動運転車優先レーン

区間
駿河湾沼津SA

～浜松SA

専用・
優先

優先レーン
（第一通行帯）

時間帯 ２２：００～５：００
（土日祝日、特定日を除く）

新東名・新名神（6車線）
新東名・新名神（4車線）

○ 2025年3月3日から新東名高速道路（駿河湾沼津SA～浜松SA）に自動運転車優先レーンを設定し、車両開発と連携

した路車協調（合流支援情報提供、先読み情報提供等）によるレベル４自動運転トラックの実現に向けた実証実験を
実施。

＜車載装置＞
・LiDAR、センサ、カメラ等＞

至 大阪
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新東名高速道路における自動運転トラック実証実験
デジタル全総実現会議
（第2期第2回R7.6.23）
国交省道路局資料より

○ 自動運転トラック実証に向け、ネクスコ中日本と連携し、インフラからの支援のための路側施設を整備。
○ 2025年３月３日（月）より、新東名高速道路（駿河湾沼津SA～浜松SA）で深夜時間帯に自動運転車優先レー

ンを設定し、車両開発と連携した路車協調（合流支援情報提供、先読み情報提供等）によるレベル４自動運
転トラックの実現に向けた実証実験を開始。

■合流支援情報提供システム

映像提供：いすゞ自動車 ＜走行中の自動運転トラック＞

提供：（株）T2

＜情報板で実験中の周知＞

■自動運転トラック実証実験

提供：（株）T2

＜車両検知センサ＞＜情報提供施設＞

加速車線

情報提供施設

車両検知センサ

本線の車両状況を
提供することで事前
に速度調整が可能

合流判断は
自律制御
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自動運転の社会実装に向けた通信環境整備に関する基本的考え方

○ 自動運転レベル４トラック実証においては、自動運転に必要となる通信環境整備の観点から、V2X／V2N通信
の両面について取組を推進。

○ その際、内閣府SIP「協調型自動運転ユースケース」 及び総務省「自動運転時代の“次世代のITS通信”研究会」
において検討・整理されたユースケースを基本に、自動運転／通信技術の進展及びV2X通信／V2N通信の特徴
（通信エリア、遅延など）を踏まえ、相互補完しながら活用すること等が重要。

○ また、5.9GHz帯V2X通信のユースケースについては、欧米など諸外国の最新動向、自動車のSDV化の動向等
を踏まえつつ、関係省庁・団体が連携して更なる具体化等を進めることも重要。

○ これらを踏まえ、自動運転トラック実証においては、公道実験の機会を最大限活用し、かつ5.9GHz帯V2X通信
の円滑な導入等を促進する観点から、 V2X／V2N通信のそれぞれにおいて有望とされているユースケースに関し、 
その有効性等について多角的に検証・評価することが適当。

基本的考え方

（出典）総務省「自動運転時代の“次世代のITS通信”研究会」 中間とりまとめ

＜次世代ITS通信の活用を想定するユースケース＞ ＜V2X通信とV2N通信との連携方策等＞
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5.9GHz帯V2X通信に関する実証実験・導入に向けた取組
○ 総務省では、 5.9GHz帯 V2X 通信について、国土交通省 道路局・国土技術政策総合研究所、NEXCO中日本と協定を締結し、

連携・協力のもと、車両関係者（RoAD to the L4テーマ３コンソーシアム、T2）も参画して、令和7年度から新東名高速道路等にお
いて自動運転車両を使用した技術実証を実施し、有望なユースケースに応じた有効性等について検証・評価。

○ 実証実験の円滑な実施のため、 5.9GHz帯 V2X 通信に関して、総務省において実験試験局免許の円滑化のための制度整備、業
界団体であるITS情報通信システム推進会議（ITS Forum）において実験用ガイドラインの策定を実施。

○ 合わせて、デジタルインフラ整備基金により、5.9GHz帯 V2X 通信の導入に必要となる環境整備（既存無線局の周波数変更）を
推進。

新東名高速道路における実証実験
関係省庁等との連携のもと、新東名高速道路等での実証実験を実施。

＜実証想定ユースケース＞

AIカメラや車両データ等を活用した落下物
等の早期自動検知

先読み情報提供システム合流支援情報提供システム

自動運転車の本線合流を支援する情報提
供システムの整備

自動運転車の円滑な走行（事前の車線変
更等）を支援する情報提供システムの整備

落下物工事規制被合流 速度

＜R６年度＞
電波の干渉検討や電波
伝搬試験など、事前の技
術的な試験・検証や機器
の開発・準備

＜R７年度＞
新東名高速道路において
関係省庁等と連携し、自
動運転トラックのユース
ケース走行実験

＜R８年度以降＞
東北自動車道等の多様な
道路環境での実証・検証
周波数割当てを含む制度
整備

実証実験の円滑な実施のための制度整備等
＜総務省＞
電波法関係審査基準を一部改正し、一部地域における
5.9GHz帯V2X通信に係る実験試験局の免許交付まで
の手続きを一部簡略化（本年7月頃に施行予定。）

＜ITS Forum＞
実験用に5.9GHz帯V2Xの通信仕様等を
まとめたガイドラインを本年5月に策定・公開

5.9GHz帯の既存無線局の周波数移行

他周波数
に移行

＜これまで＞
自動運転先行地域を中心として
周波数移行を実施（R5補正予算）

＜今後＞
電波法の周波数再編スキームを
通じて周波数移行を全国に展開
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総務省における制度整備の検討状況
（5.9GHz帯V2X通信の実験試験局免許手続きの迅速化・円滑化）

○ 「自動運転時代の“次世代ITS通信”研究会（第二期）中間取りまとめ」（令和６年９月13日）において、5.9GHz帯
V2X通信システムの実用化に向けた方策として「新東名高速道路をはじめとする実験等の実施に向けて、5.9GHz帯
V2X通信システムに係る実験試験局の免許交付までの手続きの迅速化・円滑化を図るべき」等の方向性を提言。

○ 総務省では、関係省庁及び道路・車両関係者と連携し、令和７年度から、新東名高速道路（一部区間）において、
5.9GHz帯V2X通信システムを利用した自動運転トラックの走行実証実験を実施し、その有効性等を検証する予定。

○ こうした実証実験等の円滑な実施に資するため、5.9GHz帯V2X通信システムと既存の無線システムが共用可能であ
る道路区間において、5.9GHz帯V2X通信システムに係る実験試験局の免許手続の迅速化・円滑化を図るための制度
整備として、電波法関係審査基準（平成13年総務省訓令第67号）の一部改正を予定。（5/30～6/28にパブコメ実施）

周波数 占有周波数帯幅 最大空中線電力 最大等価等方輻射電力 使用区域

5895MHzから
5925MHzまで

10MHz、20MHz又
は30MHz

0.2W ２Ｗ以下 新東名高速道路上、浜松サービスエリアから上り方向に2.5
㎞までの範囲

同一の周波数を使用する他の無線局との干渉調整 隣接の周波数を使用する他の無線局との干渉調整

実験試験局を開設しようとする地域及びその周辺の地域に、現にその実験試験局が希望する周波数と同一
の周波数を使用する他の無線局が開設されており、その既設の無線局の運用を阻害するような混信その他
の妨害を与えるおそれがある場合は、それを回避するためにその実験試験局を開設しようとする者と当該既設
の無線局の免許人との間において各無線局の運用に関する調整その他の当該既設の無線局の運用を阻害
するような混信その他の妨害を防⽌するために必要な措置がとられていること。

隣接する周波数帯を使用する他の無線局に干渉の影響を与
えないように、設置場所の選択等の必要な措置（当該他の
無線局の免許人等との調整を含む。）を講ずるものであるこ
と。

＜策定する審査基準案の概要＞

現状の審査基準には5.9GHz帯V2X通信システムが含まれておらず、申請相談
がある度に本省における個別の事前調整（干渉検討、運用調整等）を実施。

地方局への
免許相談

審査基準へ
の適合性を

確認
適合する

適合しない
本省にて個別の
調整（干渉検討、運用調整等）

地方局にて処理

地方局が
本省に伺い

本省指示の下
地方局にて処理

5.9GHz帯V2X通信システムに対応する審査基準を策定す
ることで、条件を満たす免許申請について、本省処理を
省略し迅速に免許が可能。
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V2N通信に関する実証実験等の取組 26

○ 総務省では、携帯電話事業者（４社）と連携し、自動運転を支えるV2N通信について以下の取組を実施。
＜令和６年度＞
①新東名高速道路（一部区間）において、携帯電話事業者（４社）のネットワーク（5G・4G）によるV2N通信に係

る車両走行中の通信状況の実力値を測定・評価。
②関係有識者からのヒアリング等も行い、V2N通信の有望なユースケース等について整理・具体化。
＜令和７年度＞

上記①②の結果や「デジタルライフライン全国総合整備実現会議（自動運転サービス支援道普及戦略WG等）」での議論も踏
まえ、経済産業省等とも連携・協力し、V2N通信に係るユースケース実証や有効性の更なる検証等を実施予定。

＜令和７年度＞

※１ 先読み情報提供（渋滞情報の提供）の伝送速度は747.7bps程度 、VICS情報提供（5.8GHz）の伝送速度は
1Mbps程度

※２ 映像1本(30fps)の伝送のための推奨通信速度は、概ねVGA：1Mbps以上、HD：5Mbps以上、FHD：10Mbps以上
※３ RTT（Round-Trip Time）：通信相手に信号やデータを発信してから、応答が帰ってくるまでにかかる時間

＜令和６年度②関係者ヒアリング結果＞

測定結果の概要は以下のとおり。
通信速度（ダウンリンク）※１

対象区間の97％以上で1Mbps、
9割以上で5Mbpsを計測（測定車1台）
通信速度（アップリンク）※２

対象区間の6～9割以上で5Mbps、
4～7割以上で10Mbpsを計測（測定車1台）
常時接続性
（ダウンリンク・アップリンクともに）
対象区間の概ねどの箇所でも、いずれかの
携帯キャリアで1Mbps以上の常時接続
通信遅延(即応性※３)（ダウンリンク）
対象区間の98%で100ms以内を計測

• 有望なユースケース：先読み情報提供※１、遠隔監視※２等
• 品質改善方策：通信モジュール多重化（常時接続性・低遅延性に係る課題解決に有効）等

• 令和６年度の検討結果を踏まえ、先読み情報提供及び
遠隔監視について、デジタル全総「高速道FOT※プロジェク
ト」等と連携・協力し、アプリケーション実証を実施予定。

• 令和６年度の実力値測定は１台の車両のみの検証だっ
たが、令和７年度は、複数車両が同時⾛行/同時接続
するケースや他のネットワーク利用があるケースも含め、 通
信品質が適切に確保できることを確認・検証

• 通信モジュール二重化等の通信品質改善方策の有効性
も検証 ※Field Operational Testの略。

令和６年度①実験概要図

令和７年度「高速道FOTプロジェクト」実験概要図

＜令和６年度①新東名高速道路における⾛行車両の通信測定＞



本実証を通じて得られた知⾒や課題等は、総務省や携帯電話事業者におけるV2N通信の品質向上等のための施策に活用

令和6年度V2N通信実証

①V2N通信が有望なユースケース
• 先読み情報提供及び遠隔監視に有望

②通信速度/常時接続性
• 【ダウンリンク】対象区間の97％以上で1Mbps、9割以上

で5Mbpsを計測（測定車1台）
• 【アップリンク】対象区間の6～9割以上で5Mbps、4～7割

以上で10Mbpsを計測（測定車1台）
• 【ダウンリンク・アップリックともに】対象区間の概ねどの箇所で

も、いずれかの携帯キャリアで1Mbps以上の常時接続

③通信遅延(即応性)（ダウンリンク）
• 対象区間の98%で100ms以内を計測

④V2N通信の品質改善方策
• 通信二重化等の手段が、常時接続性/通信遅延（即応

性）の課題解決に有効

令和7年度V2N通信実証の方向性

①V2N通信が有望なユースケース
• R6年度総務省V2N事業の成果及びデジタル全総の議論等を踏まえ、V2N

通信が有望なユースケースに関する実証を設計

②上記ユースケースに応じた通信速度/常時接続性の検証
• V2N通信エリア内において、複数車両が同時走行/同時接続するケースや他

のネットワーク利用があるケースも含め、 実走行環境で通信速度や常時接
続性が適切に確保できることの検証

③上記ユースケースに応じた一連の処理・通信時間を踏まえた
通信遅延の検証

• データの生成から車両への情報提供までの一連の処理・通信に要する時間を
測定し、通信遅延が要件を満たすことの検証

• 車両から情報を遠隔で配信する際に、遠隔で監視可能な要件を満たすこと
の検証

④通信品質改善策の効果検証
• 実験用車載機において、通信二重化等の手段を具備し、通信品質改善の

効果を検証

⑤（①～④通じた）V2N通信の有効性等の評価

総務省におけるV2N通信に係る令和７年度実証の進め方 27

R6年度総務省事業の成果を踏まえた、R7年度V2N通信実証の方向性は下記
の通り。なお、R7年度は、総務省単独での実証に加えて、デジタル全総の一環で
実施する令和７年度実証（高速道FOT）の中でも、経産省・総務省が連携・協
力して必要な実証を行う。

総務省事業における主な成果は以下のとおり。
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自動運転の社会実装に向けた
V2N通信環境及び車両情報連携システム等を用いた実証実験の実施

令和７年４月25日

総務省は、「デジタルライフライン全国総合整備計画」等に基づき、関係省庁との連携により、自動運転の社会実装に向けた
情報通信インフラに関する各種取組を推進しています。

今般、経済産業省等と連携して実施する「自動運転の実用化・普及展開及び標準化・規格化に係る高速道FOT実証実験」の
一環で、新東名高速道路の一部区間において、携帯電話ネットワークによる車両とのV2N（Vehicle-to-Network）通信及び車両
情報連携システム等を活用した実証実験を実施します。また、同実証実験の参加者について公募を行いますので、あわせてお
知らせします。

総務省は、「デジタルライフライン全国総合整備計画」（令和６年６月 デジタル社会推進会議決定）及び「自動運転イン
フラ検討会」（国土交通省道路局、警察庁交通局、総務省総合通信基盤局による共同開催）における審議等に基づき、自
動運転の社会実装に向けた情報通信インフラに関する各種取組を推進しています。

自動運転の実現に必要となる通信環境整備においては、自動運転技術や通信技術の進展、有望なユースケース等に
応じ、多様な通信手段をその特徴（通信エリア、遅延など）を踏まえて相互補完しながら活用していくことが重要です。

こうした考え方のもと、総務省では、経済産業省等と連携して実施する「自動運転の実用化・普及展開及び標準化・規格
化に係る高速道FOT実証実験」の一環で、携帯電話事業者の5G/4Gネットワークを活用した車両とのV2N（Vehicle-to-
Network）通信の有効性を確認するため、新東名高速道路の一部区間において、V2N通信と車両情報連携システム等を
活用した実証実験を実施します。また、同実証実験の参加者について公募を行いますので、あわせてお知らせします。

１．経緯・概要

２．実証実験参加者の公募

（１）実証実験の内容
車両プローブ情報等を活用した車両情報連携システムによるV2N安全走行支援 等

（２）参加者の募集期間
令和７年４月25日（金）から同年５月30日（金）（最終日正午まで）

（以下略）

https://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01kiban14_02000695.html

https://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01kiban14_02000695.html


29「自動運転の実用化・普及展開及び標準化・規格化に係る高速道FOT実証実験」
におけるV2N通信実証の概要（総務省・経産省による共同実施）

本実証実験への参加者について、経産省等と共同で公募・審査を行い、以下のとおり決定
（令和７年６月30日報道発表）。 ・スズキ株式会社

・株式会社SUBARU
・トヨタ自動車株式会社

・本田技研工業株式会社
・マツダ株式会社
・株式会社ロボトラック



地域における自動運転の推進
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【②-３  自動運転レベル4検証タイプ】 （ 予 算 ： 2 2 億 円 程 度 ）
地域限定型の無人自動運転移動サービス（限定地域レベル４） の実装・横展開に
当たって課題となる遠隔監視システムその他の安全な自動運転のた めに必要な通信シ
ステムの信頼性確保等に関する検証を実施する。

＜実施主体＞

＜実証イメージ＞
想定される検証項目の例

・交差点における通信
・基地局間のハンドオーバー
・路車間通信の信頼性
・必要な通信帯域幅 など

地域限定型の無人自動運転移動サービスを2025 年度目途に50か所程度、2027年度までに100か所以上で実現し、
全国に展開・実装する。

（参考）「デジタル⽥園都市国家構想総合戦略（2023 改訂版）」（令和５年12月閣議決定）（抜粋）

地方公共団体、企業・団体など
※地方公共団体を１以上含むコンソーシアムを形成していることが要件

＜事業規模の上限＞
上限2.5億円程度

想定される検証環境の例
・形状等の異なる物理的環境
・積雪・日照等の気候条件 など

地域社会D X推進パッケージ事業 31



32令和６年度地域デジタル基盤活用推進事業における技術検証課題

大規模交差点等の複雑な交通環境の認知支援

地理的に
条件不利な地域

自動運転システムの通信接続の常時確保

自動運転システム向け
監視映像の安定化・高品質化

セルラー網基地局
BUS

BUS

ローカル５G基地局

インターネット

物標情報（人・対向
車）

運行安全性・信頼性の確保 関連インフラの費用低廉化・普及促進
（スマートシティとの一体整備）

GPS情報

接近情報運転指令

①セキュアなネットワーク接続を常時実現する手法の設計・実証

セルラー網基地局

共通

自動運転車が
収集する物標情報

自動運転車が
収集する物標情報

②高度化無線通信、映像AIによる大規模交差点における走行の実現 ③道路工事・路上駐車等の準動的な環境変動への対応

④軽量映像伝送システムの試設計・実証 ⑤鉄道や緊急自動車接近時の自動停止実証 ⑥見守りカメラ等スマートシティインフラとの共用に関する実証

複雑な交通環境
を有する都市部

＜光基地局方式＞ ＜吹込み方式＞

アンテナ

交換局
セルラー網
基地局

自営網
基地局

セルラー網
基地局

アンテナ

セルラー網
基地局

アンテナ光ファイバー
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R5補正 総務省地域デジタル基盤活用推進事業（自動運転レベル4検証タイプ） 実証概要

地域金融機関等と連携し
たデータを活用した地域
DX推進体制の構築・拡充

トンネル内のレベル４自動運転実現に向けた
電波環境整備の実証

北海道上士幌町1

地域金融機関等と連携し
たデータを活用した地域
DX推進体制の構築・拡充

茨城県日立市2

地域金融機関等と連携し
たデータを活用した地域
DX推進体制の構築・拡充

変化する通信環境における安定した
運行管理の実証

茨城県境町3

地域金融機関等と連携し
たデータを活用した地域
DX推進体制の構築・拡充

レベル4自動運転バス実装に向けた
多様な通信課題の実証

群馬県前橋市・中之条町4

地域金融機関等と連携し
たデータを活用した地域
DX推進体制の構築・拡充

東京都狛江市5

地域金融機関等と連携し
たデータを活用した地域
DX推進体制の構築・拡充

混雑発生地域における安全な高度通信技術・
路車協調システムの実証

神奈川県横浜市6

地域金融機関等と連携し
たデータを活用した地域
DX推進体制の構築・拡充

ローカル５Gを活用した高速大容量データ通信
及び高速走行車両検知技術の実証

石川県小松市7

狭隘交差点における安全走行および
遠隔監視の継続性向上の実証

ローカル5Gを活用した混雑環境での
レベル4自動運転の実証

L５G

遠隔監視室

遠隔監視室

①

② ③

遠隔監視室

LTE

・
・
・

遠隔監視室

LTE

L５G

L５G

LTE

自動運転ベンダ
(遠隔)

AI
L5G

L5G

遠隔監視室
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35「レベル４自動運転移動サービスの社会実装促進に向けた
通信システムの信頼性確保等に関するモデル集」の概要

● 令和６年度に総務省が実施した「地域デジタル基盤活用推進事業（自動運転レベル４検証タイプ）」の成果を「モデル集」としてま
とめ、これを広く周知することで、地域におけるレベル４自動運転移動サービスの社会実装を促進。

● モデル集では、社会実装に向けて課題を持つ方・検討を進めている方を対象に、既存の通信環境や自動運転システムでは対応が
難しい場面に対して、「技術の導入により解決・実現できること」を中心に、参考情報を提供。

対象となる読み手 モデル集の活用例

導入を決定する人 地方公共団体
交通政策担当部局／
デジタル推進担当部局

レベル４自動運転を導入する際に、導入地域の通信環境や走行環境等に起因する課題に対する
解決策を把握する。さらに、レベル４自動運転導入に向けた許認可等の手続きや適切と考えられ
る相談先（関係事業者）についての参考情報を得る。

運用する人 地方公営企業
地域のバス等運送事業者

レベル4自動運転の導入よる効果（交通サービス提供における省人化・省力化等）を把握する。
さらに、「導入を決定する人」や「技術を提供する人」との連携についての参考情報を得る。

技術を提供する人 自動運転システム提供事業者
通信事業者・通信ベンダ

レベル４自動運転の導入・社会実装にあたって、導入地域の通信環境や走行環境等を踏まえて
提供が求められる技術等について、定量的な実証の結果等をあわせて把握する。

モデル集の構成

○レベル４自動運転の導入に
活用可能な通信技術等の紹介

• ローカル５G、Wi-Fi、衛星通信、
キャリアアグリゲーション・マルチ
SIM など

○具体的な課題と解決事例の
紹介

• トンネル、交差点、道路工事・路上
駐車、通信混雑、救急車接近 など

通信品質改善の事例（茨城県境町）

課題 携帯基地局のエリア内であっても、周辺の建物等の影響により、通信品質が悪化する地点が存在。

解決
手段

キャリアアグリゲーション：特性の異なる電波を同時並行で利用することにより、通信環境の変化
に柔軟に対応。通信品質の確保を実現。

トンネルにおける通信確保の事例（群馬県前橋市・中之条町）

課題 トンネル内は携帯基地局の電波が届かず、車両の遠隔監視が行えない。

解決
手段

通信設備の設置等：トンネル天井に漏洩同軸ケーブルやWi-Fi６の設備の設置等を行うことで、
トンネル内での通信環境を確保。遠隔監視を実現。

交差点における安全確保の事例（茨城県日立市）

課題 交差点を右折する際、自動運転車両からは死角が存在する。

解決
手段

交差点の信号柱に死角を補うカメラを設置。高速大容量のローカル５Ｇによって交差点の状況を
自動運転車両に送信。車両の交差点進入の際の安全確保を実現。
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○ 人口減少・少子高齢化が進展し、地域の労働力人口が減少する中、自動運転は地域公共交通等の維持・発展のための手段とし
て期待されており、政府をあげてレベル４相当の無人自動運転（レベル４自動運転）の導入を推進している。

○ レベル４自動運転の導入に当たっては、遠隔監視のほか安定走行を補助するための通信が不可欠であり、地域の特性に応じた通
信環境の整備が重要となる。

○ このため、地域限定型の無人自動運転移動サービスを2027年度までに100か所以上で実現するという政府目標の達成に向けて 、
通信環境整備に当たっての技術課題の抽出や携帯電話事業者等関係者間の情報共有ができる場を設置する。

１．目 的

（１）自動運転導入地域の通信環境整備に関する情報共有 注１

（注１）総務省の実証内容やモデル集のほか、様々な事例を対象とした調査結果の共有等を想定。

（２）通信システムの信頼性確保等に係る技術課題の抽出 注２

       （注２）抽出された技術課題を次年度に実証し、総務省が作成する通信環境整備に関するモデル集に反映することも想定。

（３）関係者等との連携・協力 等

２．活動内容

■民間事業者：通信キャリア（NTTドコモ、KDDI、ソフトバンク、楽天モバイル）、自動運転実証の参加事業者
■地方公共団体：自動運転実証の参加自治体
■関連省庁（オブザーバ）：総務省（新世代室）、経済産業省、国土交通省、警察庁、関連業界団体（日本自動車工業会 等）
■事務局：総務省（地振課）、請負事業者（MRI）

３．構成メンバー



37令和７年度地域社会DX推進パッケージ事業における技術検証課題 37

自動運転システムの常時通信接続確保

②通信の安定性確保①条件不利地域（トンネル、中山間地）の通信の安定性確保

安定かつ円滑な周辺環境情報や映像、音声等の伝送

④周辺環境情報等のデータ連携や車両側の
危険回避行動の連携・実装

③周辺環境情報を自動運転車両の制御に活用する
技術の頑健性検証

経済性確保

⑤1人複数車両の同時運行を成立させる通信要件の検証 ⑥インフラの共用化・標準化・量産化
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地域金融機関等と連携した
データを活用した地域DX推

進体制の構築・拡充

寒冷・豪雪地帯に対応した自動運転車両制御を目的とした大容
量データを伝送するWiGig・光通信技術などの高度通信技術の
検証

北海道千歳市1

地域金融機関等と連携した
データを活用した地域DX推

進体制の構築・拡充

ローカル5Gスマートポールを活用した自動運転車両制御の
実証

東京都狛江市3

地域金融機関等と連携した
データを活用した地域DX推

進体制の構築・拡充

見通し困難な都市環境・降雪時におけるキャリア網・光無線通信
を活用した自動運転車両制御の実証

島根県松江市6

地域金融機関等と連携した
データを活用した地域DX推

進体制の構築・拡充

宮城県仙台市2

通信の安定性確保と都市OS連携による環境情報を用いた自動
運転走行の実証

地域金融機関等と連携した
データを活用した地域DX推

進体制の構築・拡充

ローカル5Gと路側インフラを活用した狭隘道路等での走行支
援と無線リソース最適化技術を活用した車内遠隔監視の実証

神奈川県横浜市4

地域金融機関等と連携した
データを活用した地域DX推

進体制の構築・拡充

1人複数台の遠隔監視における通信要件検証を踏まえた経済性
確保モデルの実現

京都府精華町5

地域金融機関等と連携した
データを活用した地域DX推

進体制の構築・拡充

通信環境整備が不十分な中山間地域における自動運転運行に
必要な通信要求仕様に関する検証

島根県美郷町7

地域金融機関等と連携した
データを活用した地域DX推

進体制の構築・拡充

緊急自動車検知システムと緊急自動車検知時の自動運転車両
制御の実証

高知県高知市9

地域金融機関等と連携した
データを活用した地域DX推

進体制の構築・拡充

広島県福山市8

位置情報とキャリア網を活用した緊急自動車対応に向けた自動
運転車両制御の実証

トンネルを含む中山間地域、大規模イベント施設付近における
通信接続・データ伝送の安定性確保の実証

佐賀県佐賀市10

1

2

3

4
5

67

8

9

1 0

キャリア網

自動制御

停車

キャリア網

GNSS

キャリア網

光無線
通信

キャリア網

遠隔監視室

MEC

WiGig

道路灯

キャリア網L５G

ハンドオーバー

工事中

L５G
LTE/5GLTE/5G

5G(SA)
5G(NSA)

ハンドオーバー

L5G

キャリア網

DX Wi-Fi

Wi-Fi
 HaLow

Starlink

遠隔監視室

遠隔監視室 京田辺市 精華町

木津川市
遠隔監視

L５G
停車

自動制御

停車・再発進

キャリア網
GNSS

ITS Connect



（参考）自動運転に関する関係省庁との連携イメージ
〇 「デジタルライフライン全国総合整備計画」の基本コンセプトにおいて、次の方向性が掲げられている。
 国の関連事業で、相互に案件の優先採択を行い、運営主体からサービス、インフラまで全てが揃う地域（面）を送出すること

で、実証から実装（サービス継続）に繋げ、地域生活圏の形成を加速
 先行地域（面）で確立したノウハウやメニューを他地域に横展開

〇 本件の推進に当たっても、関係各省で密に連携の上で取り組んでいく。

出典：第2回第2期デジタルライフライン全国総合整備実現会議資料（令和７年６月23日）
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